
知的障がい者が安心して暮らせる２４時間支援の切れ目のない入所施設の

存続を求める意見書

障害者自立支援法では、入所施設の事業が、日中活動事業と居住支援事業とに

分けられ、居住支援の報酬単価は、日中活動の３分の１であり、サービスの低下

を招く恐れがあるものとなっている。

また、障害程度区分は、介護保険をモデルとして作成されたため、特に様々な

特性を持つ知的障がい者には不適切であるとして、前政権時代から見直しの必要

性が指摘されており、認定された障害程度区分によっては障害福祉サービスの利

用が制限されている状況である。

さらに、報酬の日額払い方式は、利用者がその日によって日中活動の場を選べ

る利点があると言われているが、結果的には施設の不安定な経営状態を招き、サ

ービスの質及び量の低下につながっている。

一方、判例において契約能力がないとされる知的障がい者がいるにもかかわら

ず、支援費制度の時代から、障害福祉サービスの利用契約は、本人と事業者間で

締結されている。

よって、国においては、知的障がい者が安心して暮らせる入所施設の存続のた

め、下記の事項について措置を講じるよう強く要望する。

記

１ 知的障がいを持つ者が生涯を通して２４時間切れ目のない安心して、快適に

暮らせる入所施設を存続し、グループホーム・ケアホームを充実すること

２ 現行の障害程度区分は廃止し、支援の必要度に応じた仕組みとすること

３ 安定して継続的な支援が受けられる職員体制にすること

４ 行政機関は、知的障がい者が自己選択権を行使できるよう、契約行為とその

履行について責任を負うこと

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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